
令和２年度決算は
新型コロナウイルス感染症対策等で

合併後最大の規模となりました

▶市　税　　市民税や固定資産税など市の税金

▶繰入金　　基金（貯金）を取り崩したお金など

▶寄附金　　ふるさと納税寄附金ほか、市内外から寄附されたお金

▶その他　　繰越金、分担金・負担金、使用料・手数料、諸収入など

▶地方交付税　　　行政サービス水準確保のため国から交付されるお金

▶国庫・県支出金　特定の事業に対して国や県から交付されるお金

▶市債　　　　　　国などから借りるお金

▶その他　　　　　地方消費税交付金、地方譲与税、その他交付金

令和２年度は、国民一人あたり１０万円を給付する国施策の他、ＰＣＲ検査等を始めとしたあらゆる感染対策、リフォーム補

助金、プレミアム商品券の発行等６７事業を行った結果、コロナ対策に係る歳出は総額３９億円となりました。国・県から

の交付金３２億円やその他特定財源５億円の歳入があったため、市の負担は２億円で抑えることができ、財政調整基金を活

用することなく極めて負担の少ない財政運営を実現することができました。

※ふるさと納税寄附金 １５億４,７６２万円（昨年度より４億１,１０２万円の増 )

【寄附のメニュー別内訳】

○地域振興・観光・まちづくり・防災事業：７億５,１４８万円

○福祉・子育て支援等事業：３億１,０６０万円

○教育・文化・芸術・環境保全事業：１億４,５４４万円

○東京大学宇宙線研究所連携事業：７,８３８万円

○こどものこころクリニックの運営事業：６,４４１万円

○飛騨市のこどもたちを大きく育むプロジェクト：５,６２１万円

○ガッタン・ゴーに関する事業：２,３５４万円　等

２５０億２,００４万円

歳入決算額

２３６億２,４６２万円

歳出決算額

１２億１,８９８万円

実質収支額
一般会計

市　税　３６億１,５２５万円

寄附金　１５億５,３１５万円

※市民税 (前年度より７,１０５万円の増 )

水力発電による売電収益が大きく伸びた企業があったこと

等による法人市民税の増

※固定資産税 (前年度より１,５９０万円の増 )

新増築家屋に対する課税や企業の設備投資が

堅調に推移したことによる増

歳入
２５０.２億円

市税
３６.１億円
（１４.４％）

自主

外部

財源

財源

３７.０

６３.０

％

％

市債１３.８億円
（５.５％）

その他外部財源８.１億円（３.３％）

地方交付税
７６.９億円
（３０.７％）

国庫・県
支出金

５８.８億円
（２３.５％）

その他
自主財源
２７.５億円
（１１.０％）

繰入金
１３.５億円
（５.４％）

寄附金
１５.５億円
（６.２％）

一般会計の状況

◀
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◎自主財源　市が自主的に収入できるお金

◎外部財源　市が自主的に収入できないお金

歳入
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令和２年度決算は
新型コロナウイルス感染症対策等で

合併後最大の規模となりました

特別会計全体では実質収支額（歳入歳出の差引額から翌年度に繰り越す一般財源を除いた額）は２億４ ,９９１万

円となり、企業会計においても資金の過不足を示す資金剰余額が２８億５ ,６６４万円と、健全な事業運営になっ

ています。

実質収支額

１億１,９１７万円

実質収支額

２７億２,９５５万円

歳出決算額

２８億４,８７２万円

歳入決算額

国民健康保険

５３９万円４億１,２３２万円４億１,７７１万円後期高齢者医療

９,５６２万円３２億４,８７４万円３３億４,４３６万円介護保険

２０５万円１０億６０１万円１０億８０６万円公共下水道事業

２０４万円１億７,０９８万円１億７,３０２万円特定環境保全公共下水道事業

５０７万円３億１,４０４万円３億１,９１１万円農村下水道事業

１０７万円１,２９２万円１,３９９万円個別排水処理施設事業

１万円１億４,４７９万円１億４,４８０万円下水道汚泥処理事業

１９８万円５２８万円７２７万円駐車場事業

１,２０８万円８,６６０万円９,８６８万円情報施設

４３万円３,２１２万円３,２５６万円給食費

２億４,４９１万円８１億６,３３５万円　８４億８２６万円計

特別会計

特定の事業を行う

ため一般会計とは

別に設置された会

計

２８億５,６６４万円２４億４,７６８万円２１億３,３６１万円計

１３億４,３３５万円

資金剰余額

４億８,３６３万円

支出決算額

５億５,４００万円

収入決算額

水道事業（収益）

２億５,４１７万円４,５３６万円水道事業（資本）

１５億１,３２９万円
１６億９３９万円１４億９,３４５万円国民健康保険病院事業（収益）

１億４９万円４,０８０万円国民健康保険病院事業（資本）

公営企業会計

地方公営企業法の

適用を受けて営利

的事業を行う会計

※数値は万単位であるため、端数処理により、計や差引が合わない場合があります

▶人　　件　　費　市職員の給料・手当、議員・委員報酬など

▶物　　件　　費　光熱水費や消耗品費、各種委託料など

▶維 持 補 修 費　公共施設の修繕や道路除雪費など

▶扶　　助　　費　児童手当や生活保護、障がい者等への給付など

▶補　助　費　等　特別定額給付金、各種団体補助金など

▶公　　債　　費　これまでに借り入れたお金の返済金

▶積　　立　　金　将来のために積み立てるお金

▶投資・出資・貸付金　小口融資の原資預託金など

▶繰　　出　　金　特別会計に対する一般会計からの補てんなど

▶普通建設事業費　道路や公共施設の整備費用など

▶災害復旧事業費　自然災害により被災した施設の復旧費用

歳出

特別・企業会計の の状況歳入 歳出

維持補修費
７.１億円
（３.０％）

扶助費
１８.１億円
（７.７％）

積立金
１５.５億円
（６.５％）

人件費
３１.２億円
（１３.２％）

物件費
２８.６億円
（１２.１％）

公債費
２８.５億円
（１２.１％） 補助費等

４８億円
（２０.３％）

投資・出資
・貸付金
７.４億円
（３.１％）

繰出金
２１.６億円
（９.２％）

普通建設
事業費

２７.９億円
（１１.８％）

災害復旧事業費２.３億円
（１.０％）

歳出
２３６.２億円
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令和２年度を
振り返る

令和２年度を
振り返る

令和２年度予算で

実施した主要な事業を

ピックアップして

紹介します。

※写真は各事業の一部の

取り組みです

特別定額給付金、各種プレミアム券、リフォーム補助金、生活
支援資金貸付、雇用支援、販売促進支援、感染対策支援など

新型コロナウイルス対策（決算３８億９,７６９万円）

飛騨市多機能型障がい者支
援センター竣工（３/２６）

多機能型障がい者
支援施設整備

（決算１億９,５７５万円）

全小中学校全学年にタブ
レット型ＰＣを整備

ＩＣＴを活用した
授業づくり※

（決算１億８,１４３万円）

稲越乗合タクシー運行開始
（１０/１）

市営バス等運行事業

（決算１億６,６３５万円）

出動指令を迅速に行うた
め、老朽化したシステムを
更新

消防指令システム・
デジタル無線部分更新
（決算２,０２０万円）

広葉樹を持続可能な資源と
して活かす様々な事業を展
開

広葉樹のまちづくり
推進

（決算２,８５０万円）

スマート農業ラジコン草刈
り機実演会（１０/１５）

農業担い手応援事業

（決算１,５３１万円）

診療・検査・人工授精など
ができる体制を整備（７ /
２７）

家畜診療所を開設

（決算８５７万円）

コロナの影響を受けている
事業者の経営相談や支援や
各種セミナー実施

飛騨市ビジネスサポ
ートセンター開設
（決算４３８万円）

流葉に健康クアオルトウォ
ーキング新コース認定（９
/６）など

スポーツ推進事業

（決算１,０５６万円）

全天候で遊べる「ハートぴ
あ広場」開設（６/２０）

全天候型の子どもの
遊び場を開設

（決算４９万円）

２４時間資源回収ボックス
を新たに河合町・宮川町に
設置

ごみ減量化・
リサイクルの推進
（決算８６２万円）

コロナ感染拡大期の大雪除
雪体制維持

※「新型コロナウイルス対策」決算額３８億９,７６９万円の一部が含まれています

除雪事業

（決算６億７,３１１万円）

宮川保育園再開（４/１～）
市内全園児６３５人

市内の保育所の
管理運営

（決算７億２,２４５万円）

福祉避難所用防災備蓄品整
備（市内５カ所）・コロナ
感染対策用備蓄品を整備

福祉避難所等の防災
備蓄品の整備事業※

（決算１,８４２万円）
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　令和２年度は公共施設管理基金３,１００万円を活用して神岡

振興事務所屋上防水改修、合併基金では３,１００万円を活用し

古川トレーニングセンターのトイレや屋根改修、さらに、清掃

施設整備事業基金ではクリーンセンターの燃焼施設等修繕工事

に２,８００万円を活用しました。

　基金残高は、類似団体平均および近隣団体より高い数値となっ

ており、これは大規模災害などの突発的な事態に対処できるよ

う財政調整基金として６０億～６５億円を確保する方針として

いるためです。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、市の財政状況を判断するための指標を公表します。

　当市では、令和２年度も全ての項目で国の定める健全化基準を下回っており、財政の健全性が保たれております。今後も、

将来を見据えた堅実な財政運営に取り組んでまいります。

本市の財政は、健全な状態は維持されているものの、今後

の人口減少に伴う地方交付税の見直しなど依存財源が抑制

される傾向にある。自主財源確保に向けた積極的な取り組みや行財政の効率化に努め、

健全かつ公正な財政運営を強く望むものである。

監査意見総括

都竹市長へ意見書を提出する島田哲吉代表監査委員と前川文博議会選出監査委員▶

〇それぞれの比率の意味

実質赤字比率………普通会計の赤字額が標準財政規模に占める割合

連結実質赤字比率…全会計の赤字額が標準財政規模に占める割合

実質公債費比率……公債費（市債の返還）等が標準財政規模に占める割合

将来負担比率………将来負担すべき負債（市債等）が標準財政規模に占める割合

資金不足比率………公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合

早期健全化基準……国が定める財政健全度の注意基準（イエローカード）

財政再生基準………国が定める財政健全度の危険基準（レッドカード）

経営健全化基準……国が定める経営健全度の注意基準（イエローカード）

●財政健全化判断比率等の状況

●基金（貯金）の状況
　令和２年度末の市債残高は、前年度から２２億１,９９

３万円減少し、２３６億４,３０３万円となりました。

　市債の発行にあたっては普通交付税による補てん措置

のある有利な地方債を選択するよう努め計画的な借り入

れをしているため、市債残高は減少していくものと見込

んでいます。

　今後もプライマリーバランス（市債の借入額と返済額

の差額）の黒字を維持し、将来負担の軽減を図る方針です。

●市債（借金）の状況

Ｒ２数値

実質赤字比率 ー

早期健全化基準

１３.１９％

財政再生基準

２０.０％

連結実質赤字比率 ー １８.１９％ ３０.０％

実質公債費比率 １３.８％ ２５.０％ ３５.０％

将来負担比率 ー ３５０.０％

資金不足比率 ー 経営健全化基準２０.０％

※赤字額や将来負担額がないため「ー」表示となっています

基金残高（Ｒ１）区分

財政調整基金 ６４億８,５９２万円

８４億６,２８９万円

５億３,８３８万円

１５４億８,７１９万円

基金残高（Ｒ２）

６４億４６６万円

８６億３４５万円

５億３,９５３万円

１５５億４,７６４万円

前年対比

▲１.３％

１.７％

０.２％

０.４％

その他・特定目的基金

運用基金

計

市債残高（Ｒ１）区分

一般会計 １６２億３,３５３万円

８４億７７３万円

１２億２,１７０万円

２５８億６,２９６万円

基金残高（Ｒ２）

１４８億１,９７５万円

７７億５,８６８万円

１０億６,４６０万円

２３６億４,３０３万円

前年対比

▲８.７％

▲７.７％

▲１２.９％

▲８.６％

特別会計

企業会計

計

飛騨市の について財政指標

飛騨市の の状況貯金 借金

130

150

155

160

145

140

135

152.5

H28 H29 H30 R1 R2

155.0
基金残高の推移 （単位：億円）

151.7
154.9 155.5

市民一人あたりの基金残高

６６万９千円（前年度から１万２千円の増加）

200.0

300.0

325.0

350.0

275.0

250.0

225.0

315.6

H28 H29 H30 R1 R2

292.3

市債残高の推移 （単位：億円）

271.3
258.6

236.4

市民一人あたりの市債残高

１０１万８千円（前年度から７万９千円減少）

※実質負担は２５万５千円

（交付税算入があるため）
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